
平成３１年度予算（案）の概要

※ 計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは合致しないものがあります
※平成３０年度予算は、平成３０年度当初予算（骨格的予算）＋補正予算（政策的予算）の合算した数値を示しています。
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平成３１年度予算（案）の概要

（単位：千円、％）

52,500,000 52,900,000 △ 400,000 △ 0.8
当初予算　52,451,000

補正予算（第1号）　449,000

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 11,367,000 11,789,000 △ 422,000 △ 3.6

国民健康保険特別会計（直診勘定） 228,000 210,000 18,000 8.6

後 期 高 齢 者 医 療 保 険 特 別 会 計 1,392,000 1,365,000 27,000 2.0

介 護 保 険 特 別 会 計 11,574,000 11,653,000 △ 79,000 △ 0.7

休 日 急 患 診 療 所 特 別 会 計 46,000 42,000 4,000 9.5

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 1,402,000 1,401,000 1,000 0.1

合 計 26,009,000 26,460,000 △ 451,000 △ 1.7

病 院 事 業 会 計 20,720,533 20,011,196 709,337 3.5

老 人 保 健 施 設 事 業 会 計 504,000 521,000 △ 17,000 △ 3.3

公 共 下 水 道 事 業 会 計 7,887,338 8,420,539 △ 533,201 △ 6.3

合 計 29,111,871 28,952,735 159,136 0.5

107,620,871 108,312,735 △ 691,864 △ 0.6

平成３０年度
B

増減
C＝A-B

伸び率
C／Ｂ

総 合 計

平成３１年度
A

会 計 名

一 般 会 計

特
 

別
 

会
 

計

企
業
会
計
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（１）分野横断課題である「重点プロジェクト枠」を設定し、総合計画
の着実な推進に向けたメリハリのある予算を編成
重点プロジェクトを推進するプロジェクト予算枠を設定するとともに、総合計画の着実な推進に向けて、
徹底した事業の「選択」と「集中」を図り、費用対効果の高いメリハリのある政策型予算を編成。

（２）合併算定替終了を見据え財政の自立性と健全性を堅持

合併算定替の縮減により普通交付税が２億円縮小（合併算定替の縮減５年目）

一般会計 予算規模 ５２５億円 前年度予算比 △４．０億円 △０．８%

「中期財政見通し」に沿った財政規律の確保
 普通建設事業の適正化、進度調整 Ｈ３１ ６５．６億円（中期財政見通し １０４億円）

 公債費負担の軽減と市債残高の縮小

• 市債残高（予算ベース） H３０ ４６３．３億円（財政計画４６７．８億円） →H３１ ４６２．２億円（△１．１億円）

• 基礎的財政収支 ５．０億円の黒字（Ｈ３０ ８．７億円の黒字）

 基金の活用 公共施設等整備基金８．７億円のほか各種特定目的基金及び減債基金の繰入、財政調整基金の確保

（３）平成３０年度３月補正と一体的に予算を編成

公共施設の改修や地域医療の対応等の喫緊の課題について、平成３０年度３月補正予算へ前倒し編
成するとともに、国の大型補正予算への対応についても平成３１年度当初予算と一体的な編成を検討。

平成３１年度予算（案）のポイント
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平成３１年度当初予算は、人口減少・少子高齢化の中でも長浜らしく輝きつづけるため、引き続き子

育て支援の充実を図りつつ、元気で心豊かに過ごせる環境づくりや、人のつながりにより安心して暮ら

せる仕組みづくりを行うとともに、産業の活性化や生活基盤の整備を進め、市民の活力を引き上げる

「元気創造予算」を編成しました。

平成３１年度における施策推進の取組姿勢

未来につなぎ 長浜の“元気”を創造する

教育・文化・スポーツ 【 元気で心豊かな人を育む「環境づくり」に取り組みます 】

地域福祉・市民協働 【 いきいきと人がつながる「新たな仕組み」を取り入れます 】

産業・都市基盤整備 【 活力にあふれ生活基盤の整った「まちづくり」を進めます 】

（仮称）北部地域総合体育館や産業文化交流拠点（文化福祉棟）の竣工に向け整備を進めるとともに、総合的な教育施

策（長浜スタイル）を構築するための新たなプロジェクトの立ち上げや、デジタル教科書の導入を始めとした教育環境の

ICT化を進めるなど、市民が元気で心豊かに過ごせる環境づくりに取り組みます。

市民が身近な地域福祉や市民協働のまちづくりに参画し、住み良い暮らしや生きがいを高め合う「地域共生社会」を推

進する仕組み・体制を導入するとともに、しょうがい者の相談支援のサポート体制を構築するための基幹相談支援セン

ターを設置します。また、市民活動の拠点となるまちづくりセンターの整備を進めます。

（仮称）ながはま産業創造センターの整備や元浜町13番街区、長浜駅北地区等中心市街地の活性化事業を進めるとと

もに、市南部地域の都市拠点となる田村駅周辺の整備や道路・街路・橋梁等の生活基盤となるインフラ整備を進めます。
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平成３１年度予算（案）の特徴①

元気で心豊かな人を育む「環境づくり」
（仮称）北部地域総合体育館や産業文化交流拠点（文化福祉棟）の竣工に向け整備を進めるとともに、総合的

な教育施策（長浜スタイル）を構築するための新たなプロジェクトの立ち上げや、デジタル教科書の導入を始めと

した教育環境のICT化を進めるなど、市民が元気で心豊かに過ごせる環境づくりに取り組みます。

確かな学力の向上
・教科指導における
ICTの活用

・「学力向上策」の具現化
・「長浜の教育」の策定・

実践

地域スポーツの普及
・滋賀国スポに向けた(仮称)
北部地域総合体育館整備

新たな人材・市民活動・
文化・賑わいの創出
・産業文化交流拠点施設整備
・中央図書館整備



いきいきと人がつながる「新たな仕組み」

市民が身近な地域福祉や市民協働のまちづくりに参画し、住み良い暮らしや生きがいを高め合う「地域共生社
会」を推進する仕組み・体制を導入するとともに、しょうがい者の相談支援のサポート体制を構築するための基幹

相談支援センターを設置します。また、市民活動の拠点となるまちづくりセンターの整備を進めます。

6

平成３１年度予算（案）の特徴②

6

『地域共生』
誰もが住み慣れた地域で、
生きがいをもって暮らし、
共に支え合う社会の推進

しょうがい者基幹相談支援センター設置

・地域における相談支援の中核的役割
・人材育成に寄与するサポート体制整備

・安全・安心・快適な施設利用環境の提供
・まちづくり活動・生涯学習活動の充実

市民まちづくりセンターの整備

・コーディネートを担う人材の住民組織
活動への派遣、相談活動及び交流の
拠点づくり

地域共生社会推進事業



活力にあふれ生活基盤の整った「まちづくり」
（仮称）ながはま産業創造センターの整備や元浜町13番街区、長浜駅北地区等中心市街地の活性化事業を

進めるとともに、市南部地域の都市拠点となる田村駅周辺の整備や道路・街路・橋梁等の生活基盤となるインフ

ラ整備を進めます。

7

平成３１年度予算（案）の特徴③

・(仮称)ながはま産業創造
センター整備事業の支援

元浜町13番街区、長浜駅北地区

・元浜町13番街区整備事業及び
長浜駅北地区整備事業の支援

・産業を創り育てるまち
・活発に人が行き交うまち

・田村駅周辺整備事業の継続

・居住環境の整ったまち
・安心して暮らせるまち

未整備道路や老朽化の進む
道路及び橋梁を整備

商業機能等をもつ
居住施設の整備

長浜企業を総合的に
支援する機関の設置

田村駅周辺を中心とする
南部地域の都市拠点の整備

・橋梁の長寿命化事業及び
市民生活に身近な道路等の整備



47,200 

49,500 50,000 

53,200 

49,970 
51,360 51,140 50,700 

52,451 52,500 2,502 

1,957 

449 

44,000

45,000

46,000

47,000

48,000

49,000

50,000

51,000

52,000

53,000

54,000

22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度

（単位：百万円） 一般会計予算額の推移 補正予算（政策的経費）

当初予算
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予算額は５２５億円で、予算規模は４億円の縮小
• 平成３１年度当初予算は、前年度から４億円の減（△０．８%）となりました。

• 普通建設事業（（仮称）北部地域総合体育館、元浜町１３番街区、田村駅周辺整備、（仮称）ながはま産業創
造センター等）が大幅に増加した一方、消防本部庁舎整備事業はピークを超え湖北地域消防組合負担金が
減少したことや、市債の繰上償還等の減少により予算総額は縮小しています。

• 普通交付税の合併算定替の終了が平成３２年度に迫り、本市の財政規模を財政計画の基調に基づき適切に
縮小させることが必要となっています。持続可能な財政運営を堅持するとともに、行政改革により長浜市の元
気創造に振り向ける果実を生み出す行政運営を進めていきます。

一般会計予算の状況と推移

△3.3%
49,702 △0.7%

＋1.0%

＋6.4%
△2.4%
51,927

△1.1% △0.4%
△0.9%

＋4.3%
52,900 △0.8%



16,520 

市税
16,508 

13,700 

地方交付税
13,700 

6,896 

国庫支出金
6,461 

3,930 

県支出金
3,622 

3,624 

市債
4,510 

2,976 

繰入金
3,127 

4,853 

その他
4,972 

52,500 

52,900 

31年度

30年度

9

・市税は前年度比１３百万円増
法人市民税の減収が見込まれる一方、給与所得の増加による個人市民税の増や家屋の新増築に伴う固定資産税の増により、
市税全体で＋０．１%となりました。

・地方交付税は前年度比同額で予算措置
普通交付税は合併算定替の縮減等により２億円減少、特別交付税は決算状況等から２億円増加を見込み、±０%となりました。

・国庫支出金は前年度比４億３５百万円増
中心市街地の再開発事業及び（仮称）北部地域総合体育館等の普通建設事業の増加や、児童扶養手当の制度変更等によ
り、＋６．７%となりました。

・市債は前年度比８億８６百万円減
消防本部庁舎や北部学校給食センターの市債の減少、及び市債の借入を抑制したことにより、△１９．６%となりました。

・繰入金は前年度比１億５１百万円減
普通建設事業の増加により、公共施設等整備基金等の特目基金の繰り入れが大幅に増加した一方、市債の繰上償還の減少
により減債基金の繰り入れが大幅に減少し、△４．８%となりました。

一般会計歳入の状況

+13
(+0.1%)

±0
(±0%)

+435
(+6.7%)

+308
(+8.5%)

△886
(△19.6%)

△151
(△4.8%)

△119
(△2.4%)

△400
(△0.8%）

（単位：百万円）
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自主財源比率は前年度比０．２ポイント低下

・自主財源比率は４１．１%となり、前年度比△０．２ポイントとな
りました。比率が低下した原因として、基金繰入金や諸収入等
のその他財源が０．５ポイント減少し自主財源が減少した一方
で、大型建設事業の影響等により国県支出金が１．５ポイント
増加し依存財源が増加したことによるものです。

・地方交付税が２６．１%を占めており、市税に次ぐ構成割合に
なっています。普通交付税の合併算定替の終了が間近となっ
ており、交付税に依存しない自立した財政運営が求められて
います。

一般会計予算歳入の状況

主要一般財源は全体で前年度から３億３７百万
円の減少

・市税は１３百万円増加したものの、臨時財政対策債は３億５０
百万円の減少となり、全体で△１．１%となりました。

・地方交付税については、合併算定替が平成３２年度で終了
します。本市の人口は減少傾向にあり、市税収入が大きく増
加することが見込めないことから、来年度の主要一般財源はさ
らに減少していく傾向にあります。

16,659 17,554 17,206 16,804 17,121 16,300 16,406 16,617 16,508 16,520 

14,326 12,742 13,140 12,870 14,091 14,870 14,700 13,800 13,700 13,700 

2,300 2,970 2,509 2,500 
2,780 2,500 2,000 2,000 1,850 1,500 

33,285 33,265 32,855 32,174 
33,991 33,670 33,106 32,417 32,058 31,720 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

主要一般財源の推移
市税 地方交付税 臨時財政対策債

（単位：百万円）

31.5 

31.2 

32.8 

32.1 

31.7 

33.0 

31.6 

34.4 

35.5 

33.5 

1.7 

1.7 

1.7 

1.7 

2.1 

2.1 

2.1 

2.3 

2.3 

2.1 

7.9 

8.4 

8.5 

7.0 

4.4 

7.3 

9.7 

3.9 

3.8 

8.4 

5.3 

5.3 

5.3 

5.4 

4.7 

3.8 

3.2 

3.6 

3.5 

3.5 

26.1 

25.9 

27.2 

28.7 

29.0 

27.1 

24.2 

26.3 

25.7 

28.8 

20.6 

19.1 

18.8 

20.2 

20.4 

18.4 

17.2 

18.1 

20.3 

17.0 

6.9 

8.5 

5.6 

4.8 

7.8 

8.3 

12.0 

11.4 

8.9 

6.7 

H31

H30

H29

H28

H27

H26

H25

H24

H23

H22

歳入構成割合

市税 分担金・負担金・使用料 その他 地方譲与税等 地方交付税 国県支出金 市債

（単位：％）
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市税は全体で前年度から９２百万円の増加

・給与所得の増加等により個人市民税が２３百万円の増（＋
０．４%）、法人市民税は主要法人の減収減益を見込み７５百万
円の減（△７．４%）となりました。

・固定資産税は、家屋の新増築により８９百万円の増
（＋１．１%）となりました。

・たばこ税は、たばこ税の税率改正による段階的な増税により
２２百万円の増（＋３．２%）となりました。

一般会計予算歳入の状況

普通交付税・臨財債は合併算定替の縮減等に
より減少

・普通交付税は、基準財政収入額が市民税等の減により減少
したことや、基準財政需要額が臨時財政対策債振替相当額
が減少したこと等、増加傾向要素があるものの、合併算定替
の縮減により１２７億円と見込み、２億円の減（△１．６%）となりま
した。また、臨時財政対策債は１５億円を見込み、３億５０百万
円の減（△１８．９％）となりました。
・普通交付税は、市町村合併による行政区域の広域化を反映
した算定方法の見直しの影響で、一本算定が増加傾向にあり
ますが、合併特例措置は平成３２年度で終了することから合併
特例措置は大きく減少しており、総額は減少傾向にあります。

5,429 5,388 5,671 5,615 5,530 5,546 5,575 5,637 5,681 5,705 

2,926 2,637 1,554 1,291 1,444 1,363 1,355 1,250 1,020 945 

8,380 8,434 
8,225 8,267 8,221 8,013 7,983 8,097 7,886 7,975 

1,690 1,837 
1,807 1,920 1,900 1,882 1,904 1,872 1,840 1,895 

18,424 18,296 
17,257 17,093 17,095 16,804 16,817 16,856 16,428 16,520 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

市税の推移
※H22～H29は決算ベース、H30～は予算額ベース（H30は現計予算）

個人市民税 法人市民税 固定資産税 その他

（単位：百万円）

10,713 9,630 9,633 9,688 10,661 11,018 11,530 11,887 12,083 12,591 

2,472 
2,090 2,256 2,583 

2,828 2,607 2,240 2,261 2,118 1,813 

5,475 
5,887 5,704 5,611 

4,950 3,610 2,223 1,372 803 329 

18,660 
17,607 17,593 17,882 18,440 

17,235 
15,993 15,520 15,004 14,732 

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

普通交付税の推移
※H22～H29は決算ベース、H30は決算見込ベース、H31は試算額ベース

普通交付税（一本算定） 臨時財政対策債（一本算定） 合併特例措置

（単位：百万円）



19,340 

民生費
19,154 

8,013 

教育費
6,517 

5,743 

土木費
5,136 

5,164 

総務費
5,645 

4,637 

衛生費
4,371 

4,146 

公債費
5,418 

2,089 

消防費
3,352 

3,367 

その他
3,306 

52,500 

52,900 

31年度

30年度

+187
(+1.0%)

+607
(+11.8%)

△480
(△8.5%)

+266
(+6.1%)

△1,273
(△23.5%)

+61
(+1.8%)

△400
(△0.8%）
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一般会計歳出の状況（目的別）

+1,496
(+23.0%)

△1,263
(△37.7%)

・民生費は前年度比１億８７百万円増
児童扶養手当の制度変更や、しょうがい福祉施設、介護施設の整備支援等により増加し、前年度から＋１．０%となりました。

・教育費は前年度比１４億９６百万円増
北部学校給食センター整備や、小・中学校、生涯学習施設の改修経費が減少したものの、（仮称）北部地域総合体育館の整
備費が大きく増加したため、前年度から＋２３.０%と大幅に増加しました。

・土木費は前年度比６億７百万円増
元浜町１３番街区に係る市街地再開発事業や長浜駅北地区の整備に対する補助や、田村駅周辺整備費が増加したため、前
年度から＋１１．８%となりました。

・公債費は前年度比１２億７３百万円減、消防費は前年度比１２億６３百万円減
公債費は計画的な繰上償還により市債元金償還金が２億４７百万円減少したことに加え、繰上償還金が９億７１百万円減少した
ため、前年度から△２３．５%となりました。消防費は消防本部庁舎整備に係る湖北地域消防組合負担金が大幅に減少したため、
前年度から△３７．７%となりました。

（単位：百万円）



8,114 

人件費
8,112 

11,241 

扶助費
11,167 

4,122 

公債費
5,383 

6,562 

普通建設事業費
4,398 

7,618 

物件費
7,415 

8,658 

補助費等
10,541 

4,943 

繰出金
4,960 

1,242 

その他
925 

52,500 

52,900 

31年度

30年度

+3
(+0%)

+73
(+0.7%)

△1,261
(△23.4%)

+2,164
(+49.2%)

+204
(+2.7%)

△1,882
(△17.9%)

△16
(△0.3%)

+317
(+34.2%)
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・扶助費は前年度比７３百万円増
児童手当支給費は減少したものの、児童扶養手当の支給回数の見直しに伴う増加により、前年度から＋０．７%となりました。予
算を適切に配分するため、予算不用額を精査し予算額の増加抑制に努めており、実質的にはより増加の傾向です。

・普通建設事業費は前年度比２１億６４百万円増
北部学校給食センター整備事業が減少したものの、（仮称）北部地域総合体育館、元浜町１３番街区、田村駅周辺、産業創造
センター、長浜駅北地区、しょうがい福祉施設等の整備費及び補助金が増加したことにより、前年度から＋４９．２%となりました。

・物件費は前年度比２億４百万円増
産業文化交流拠点（文化福祉棟）や（仮称）北部地域総合体育館の開館に係る備品整備や、田村駅整備の基本設計、図書館
資料のＩＣタグ貼付・移送業務、参議院議員選挙執行費等が増加したことにより、＋２．７%となりました。

・補助費等は前年度比１８億８２百万円減
斎場整備事業に係る湖北広域行政事務センター負担金が増加したものの、湖北地域消防本部庁舎整備に係る湖北地域消防
組合負担金や公共下水道事業会計への負担金の減少により、△１７．９%となりました。

一般会計歳出の状況（性質別）

△400
(△0.8%）

（単位：百万円）
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義務的経費は減少し、投資的経費は増加

・義務的経費は、人件費や扶助費が増加したものの、公債費
の減少により、全体として減少しています。公債費は繰上償還
の実施により通常償還分は減少していますが、扶助費は社会
保障関係経費が増加傾向にあり、義務的経費を押し上げてい
ます。

・投資的経費は、（仮称）北部地域総合体育館、元浜町１３番
街区、田村駅周辺、産業創造センター、長浜駅北地区、しょう
がい福祉施設等の整備費及び補助金の大幅な増加により、
前年度から２１億６４百万円増加しています。

一般会計予算歳出の状況

投資的経費はH30・31と大きく増加
市債発行を抑制し基金を活用

・平成３１年度の投資的経費は大型建設事業が集中し、当初
予算は６５億８７百万円となっており、計画的な予算化を行っ
ていますが、非常に多額となっています。

・投資的経費の財源は、毎年の財政負担の平準化や、現世
代と将来世代の負担を公平にするため、市債発行に頼ること
が一般的ですが、市債発行が多額になると、将来的に財政の
硬直化が必至となります。できる限り発行を抑制し、これまでの
行財政改革で生み出した特定目的基金を充当することで、投
資的事業の推進と財政の健全化を両立しています。

8,114 

8,112 

8,028 

8,125 

8,014 

7,437 

7,438 

7,580 

7,699 

7,800 

11,241 

11,167 

10,811 

10,577 

10,507 

10,207 

10,086 

10,143 

9,953 

8,567 

4,122 

5,383 

6,019 

5,669 

5,262 

7,418 

8,913 

6,775 

7,264 

7,521 

6,587 

4,408 

3,374 

4,440 

5,797 

5,922 

6,569 

5,628 

4,406 

2,417 

H31

H30

H29

H28

H27

H26

H25

H24

H23

H22

義務的経費と投資的経費の推移

人件費 扶助費 公債費 投資的経費

（単位：百万円）

57,816 
55,208 

52,826 51,983 50,853 
50,103 

47,003 

45,020 
46,324 46,219 

8,564 

4,153 

8,847 

10,699 

8,669 

5,712 5,383 5,181 

7,104 
6,587 

2,089 

733 

4,165 4,416 

2,516 

1,411 
574 

1,697 

3,622 

2,124 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

40,000

42,000

44,000

46,000

48,000

50,000

52,000

54,000

56,000

58,000

60,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

市債残高・投資的経費・市債発行額の推移
※H22～H29は決算ベース、H30～は予算ベース

市債残高 投資的経費（右軸） 市債発行額（臨時財政対策債除く）（右軸）

（単位：百万円）（単位：百万円）
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市債残高は計画的に削減

・市債残高は、市町合併後減少傾向にあり、平成２４年度から
の計画的な繰上償還により市債残高は、前年度費１億５百万
円の減少（△０．２%）となっています。

・平成３１年度は大型建設事業に伴う市債発行を計画していま
したが、元金償還金を越えて市債を発行すると、将来的に市
債償還額の増加により財政の硬直化を誘発することから、市
債依存を最小限に調整しています。市債の借入は年度中の
借入や償還を見据えながら、必要な予算措置を引き続き検討
します。

平成３１年度市債の状況

基礎的財政収支は４億９８百万円の黒字

・基礎的財政収支（プライマリーバランス）とは、一般会計にお
いて、歳入総額から市債発行額を差し引いた金額と、歳出総
額から公債費を差し引いた金額のバランスをいいます。

・平成３１年度の基礎的財政収支は、４億円９８百万円の黒字
となっており、平成２２年度以降で最低となっています。

・基礎的財政収支の黒字化を維持することで、地方債残高の
増加を防ぎ、財政の健全な運営を維持できるため、引き続き
基礎的財政収支の黒字化に努めていきます。

57,816 
55,208 

52,826 51,983 50,853 50,103 

47,003 
45,020 

46,324 46,219 

9.0 

6.1 

11.7 11.9 

9.6 

7.0 

4.5 

6.5 

8.5 

6.9 

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

12.0

14.0

40,000

42,000

44,000

46,000

48,000

50,000

52,000

54,000

56,000

58,000

60,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

市債残高・市債依存度
※H22~H29は決算ベース、H30～は予算ベース

市債残高 市債依存度（右軸）

（単位：百万円） （単位：％）

4,197 

2,876 

1,076 

2,538 
3,104 

1,280 

3,212 3,165 

873 
498 

38,000

40,000

42,000

44,000

46,000

48,000

50,000

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 H31

0

500

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

3,500

4,000

4,500

基礎的財政収支の推移

基礎的財政収支（右軸） 基礎的財政収入 基礎的財政支出

（単位：百万円） （単位：百万円）



16

平成３１年度各基金の状況（一般会計）

基金とは、財政運営を計画的に行うため、あるいは特定の目的のために、資金の維持や積立を行うもので、家計における預貯

金に相当するものです。積立てられた資金や運用利子は、様々な事業の財源として活用しており、現在20種類（平成31年4月1日

から19種類）の基金により管理しています。

平成31年度は、（仮称）北部地域総合体育館や産業文化交流拠点等の大規模な普通建設事業が増加したことから、公共施設

等整備基金をはじめ、中心市街地活性化基金や教育施設整備基金、地域福祉基金の繰り入れが大幅に増加しています。その

ほか、まち・ひと・しごと創生総合戦略に基づく事業や、計画的に実施する施設の改修・維持保全等に充当するため、それぞれの

使途に応じた基金の繰り入れを行います。

本市では、地方交付税の合併算定替えの縮減や人口減少に伴い経常的な財源が減少する中で、引き続き市民に元気を生み

出す施設改修や、行政改革アクションプランに基づく繰上償還等を実施していく必要があります。今後も健全な財政運営を行い

ながら、事業の実施を円滑に行っていけるよう計画的な基金の積立及び活用を行っていきます。

（単位：千円）

積立財源 主な充当事業

大規模な災害や不測の事態の財政需要に備えると
ともに、市財政の調整を図り、健全な運営に資する
財源

5,648,580 16,015 運用収益（利子） 0 5,664,595 16,015

市債償還の財源 8,856,705 27,887 運用収益（利子） 803,532 市債償還金 8,081,060 △ 775,645

職員退職手当基金 市職員の退職手当に必要な財源 1,897,232 5,167 運用収益（利子） 0 1,902,399 5,167

ふるさと振興基金
市の歴史、文化及び自然を生かした魅力あるふるさ
とづくりを推進する事業 406,913 1,139 運用収益（利子） 9,750

街並み景観形成事業補助金、夜の
賑わいづくり推進事業補助金 398,302 △ 8,611

地域福祉基金
市民の福祉の向上、子育て支援、健康づくり及び医
療の充実に資する事業 2,054,102 0 136,316

しょうがい福祉施設整備支援事業補
助金、産業文化交流拠点（文化福祉
棟）整備

1,917,786 △ 136,316

文化芸術振興基金 文化及び芸術の振興を目的とする事業 120,558 0 1,540
文化芸術活動振興事業、観音文化
振興事業 119,018 △ 1,540

特
定
目
的
基
金

増減額

財政調整基金

減債基金

基　金　の　名　称 基金の使途
平成30年度末
現在高（見込）

平成31年度積立額（予算額） 平成31年度取崩額（予算額） 平成31年度末
現在高（見込）
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（単位：千円）

積立財源 主な充当事業

教育施設整備基金 教育施設の整備 1,666,864 4,888 運用収益（利子） 309,055
産業文化交流拠点（文化福祉棟）整
備 1,362,697 △ 304,167

協働でつくる長浜まちづくり
基金

市民と協働でつくる輝きと風格のあるまちづくりを推
進する事業 4,126,417 0 0 4,126,417 0

丹生ダム対策基金
丹生ダム建設に伴う水源地域整備計画事業、丹生
ダム建設 77,478 3,889

水資源機構行政補償金、運用収益
（利子） 0 81,367 3,889

電源立地地域対策交付金
等事業基金

電源立地地域対策交付金や電源立地等推進対策
交付金により整備した公共用施設の修繕、維持補
修、運営

28,435 3 運用収益（利子） 3,628
スポーツ施設修繕、プール施設維持
管理、夜間照明施設維持管理 24,810 △ 3,625

中心市街地活性化基金
中心市街地活性化基本計画に基づく中心市街地の
活性化事業 313,598 0 313,598

元浜町13番街区整備事業、長浜駅
北地区整備事業、中心市街地活性
化推進事業

0 △ 313,598

地球温暖化対策推進基金
自然エネルギー施設の導入などの地球温暖化対策
を推進する事業 71,056 1,038

運用収益（利子）、太陽光発電売電
収入 17,275

再生可能エネルギー導入促進事業、
林業振興対策事業、中小企業振興
対策事業

54,819 △ 16,237

山間へき地医療体制強化
基金

山間へき地における医療体制の維持及び強化、長
浜市国民健康保険直営診療所の事業運営 971,589

過疎地域自立促進特別事
業基金

過疎地域自立促進計画に掲げる過疎地域自立促
進特別事業 97,540 298 運用収益（利子） 11,600

過疎地域振興事業支援交付金、診
療所運営 86,238 △ 11,302

公共施設等保全整備基金 市が所有する建築物等の改修、維持保全、整備 1,271,259 23,365
一般財源（行革アクションプランに基
づく積立）、運用収益（利子） 63,700

文化施設改修工事、スポーツ施設改
修工事 1,230,924 △ 40,335

地域の元気づくり基金
緊急経済対策に係る公共投資や多様な地域資源を
活用した地域経済の循環の創出を円滑に行い、本
市の産業力の底上げを図る事業

349,258 0 9,060
地域経済活性化対策事業、特産品
育成事業 340,198 △ 9,060

まち・ひと・しごと創生総合
戦略推進基金

人口ビジョンやまち・ひと・しごと創生総合戦略に基
づく人口減少対策と地域の活性化を図る事業 472,425 8,587 運用収益（利子） 302,830

市民で支える小学校給食費補助金、
産業文化交流拠点（産業創造セン
ター等）整備事業補助金

178,182 △ 294,243

公共施設等整備基金
公共施設の整備や公共用地の取得、一部事務組
合の公共施設の整備や公共用地の取得に対する
負担金

5,600,469 16,059 運用収益（利子） 871,695
（仮称）北部地域総合体育館整備、
産業文化交流拠点（文化福祉棟）整
備、新斎場整備（負担金）

4,744,833 △ 855,636

保育士等確保緊急対策基
金

教育・保育施設における教育・保育の提供に携わる
者の確保やその有する優れた資質能力の確保に係
る事業

57,339 165 運用収益（利子） 3,937 子ども・子育て支援事業 53,567 △ 3,772

子ども未来教育基金
子どもたちの確かな学力、豊かな心及び健やかな
体を育むことを目的とし、教育のより一層の推進及
び充実を図る事業

200,000 547 運用収益（利子） 18,455 大型提示装置整備事業（小・中学校） 182,092 △ 17,908

34,287,817 109,047 2,875,971 30,549,304 △ 3,738,513
※山間へき地医療体制強化基金は、条例改正により平成31年4月1日から名称を国民健康保険直営診療所管理運営基金に改正し、国民健康保険特別会計（直診勘定）に設置します。

増減額

合　　　計

基金の使途
平成30年度末
現在高（見込）

平成31年度積立額（予算額） 平成31年度取崩額（予算額） 平成31年度末
現在高（見込）

基　金　の　名　称

特
定
目
的
基
金


